
＜代表法人名＞
＜代表者名＞＜実証実験名＞
（様式１）


令和８年度
海洋ドローンの利活用に関する地域モデル創出のための
実証事業

企画提案書

注1　本様式上の赤字部分は削除して提出して下さい。
注2　表紙及び別紙提出の見積書を除き、企画提案書は12ページ以内で作成して下さい。

	実証実験の名称
	※実験内容をイメージできるような、できるだけ簡潔でわかりやすい名称としてください。



	代表者
	※採択された場合の契約締結予定者(法人名・地方公共団体名など)をご記載ください

	連絡先
	担当者氏名
	

	
	所属（組織名、部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


作成日：　令和　８　年　　　月　　　日



0.1 実証実験の要件への適合性
※採択する実証実験については、以下に示す「実証実験の要件」に適合する提案の中から選定することになりますので、本企画提案書に記載した内容との対応について、その概要を簡潔に記載してください。

	実証実験の要件
	本企画提案における記載内容（概要）

	我が国の沿岸・離島地域における海域利活用の課題に対応した実証実験であること
	· 

	海洋ドローンの製品化・サービス化に向けた実証実験であること
	· 

	「海洋ドローンの製造・運用者」及び「地域課題の解決・地域活性化のため海洋ドローン導入の可能性を検討している地方自治体」が連携して実施する実験体制が実証の開始時までに構築されていること
	· 

	実証実験に係る水域の利用に関する関係者の了解が得られている又は得られる見込みであること
	· 

	実証実験の結果を広く一般に公表することが可能なものであること
	· 



0.2 審査基準との対応関係
※採択する実証実験については、以下に示す審査基準を総合的に考慮して選定することになりますので、本企画提案書に記載した内容との対応について、特にアピールポイントを中心に、その概要を簡潔に記載してください。

	審査基準
	本企画提案における記載内容（概要）

	課題認識の的確性
	「第4期海洋基本計画（令和5年4月28日閣議決定）」 や、「第5期国土交通省技術基本計画（令和4年4月28日国土交通省）」 、「次世代海洋モビリティビジョン（令和8年4月）」 に示した社会的課題解決や政策推進に資するものであるか
	· 

	
	海洋ドローンにより解決に寄与する海域利活用の課題や利用者のニーズが明確であり、当該課題の解決に係る海洋ドローンの利活用の意義が明確であるか
	· 

	実験内容の的確性
	実証実験の実施地域における地方自治体及び利用者のニーズに的確に対応した実験内容となっているか
	· 

	
	海洋ドローンの運用可能性及び地域への実装、ビジネス化を検証するための実験となっているか
	· 

	
	企画提案時点での技術成熟度(TRL)及び当該実験により到達を目指すTRLについて、自己評価とその評価理由が的確であるか
	· 

	
	実証実験の実施期間内に遂行可能かつ具体的な実験スケジュールとなっているか
	· 

	
	代表者と共同提案者の役割分担や協力体制が明確かつ実験内容に対応した内容になっており、課題解決に知見を有する有識者等の協力を得られるなど、実験を的確に実施できる体制が構築されているか
	· 

	
	実証実験の効果検証のための項目に利用者視点での評価が的確に盛り込まれており、実証実験前後での効果検証が行われるなどその効果検証方法が適切かつ明確にされているか
	· 

	
	必要な経費の見積もりが、実験内容に対応した具体的な内容になっているか
	· 

	発展性
	本実証事業が終了した後の事業化または社会実装の実現に向けた道筋が具体的であるか
	· 

	
	実証実験を通じて、地方自治体による地域における導入・自走に向けた検討が進むことが期待できるか
	· 

	
	他地域でも適用可能な技術の導入・活用がなされ、普遍性が見込めるか
	· 

	
	実証実験の実施地域における広報活動などを通じて当該地域における海洋ドローンの認知度向上に資するものであるか
	· 

	事業経済性
	実証を行うユースケースにおける市場規模や事業規模等に基づき、地域での導入に向けた事業経済性の検証内容及び算出方法及び検証項目を応募時点で検討しており、その内容に妥当性があるか
	· 





1. 実証実験の背景及び目的

※次の事項を含むものとしてください。

・海洋ドローンの我が国沿岸・離島地域における新たな利活用法を提案し実証するものであることの説明
· 利活用法として、利用者のどのような作業や、機能等を代替又は補助等する手段として、海洋ドローンを使用するのかについても、記載してください。

・我が国の沿岸・離島地域における海域利活用の課題に対応した実証実験であることの説明
· 海域利活用の課題に関し、必要に応じて、関連するグラフや図表を貼付してください。
· 挙げられた課題及びその課題の要因等に対して、実証事業がどのように課題解決に寄与するのかを具体的に説明してください。
· 設定した課題が他地域でも見られるものか、また課題解決の手法が他地域でも適用される見込みがあるか説明してください。


・「海洋ドローンの製造・運用者」及び「地域課題の解決・地域活性化のため海洋ドローン導入の可能性を検討している地方自治体」が連携して応募する実証実験であることの説明

・実証実験の結果を広く一般に公表することが可能なものであることの説明

・当該実験で活用する技術の社会実装に向けた段階について、技術成熟度（TRL）＊の考え方に基づき、企画提案時点でのTRL及び当該実験により到達を目指すTRLの自己評価とその評価理由についての説明
  ＊ TRLについては　https://www.mlit.go.jp/common/001391343.pdf　を参照

・実証開始時点で、他の国プロや自治体、民間事業等において取り組んでいる内容についての説明
　※公募要領　2.1.②「応募時点で国又は地方自治体、民間事業等のプロジェクトにおいて、既に一定の取り組みを開始しているもの」に該当する場合のみ記載してください）
· 特に、取組内容、取組体制、取組期間について記載するとともに、本実証において既存の取り組みをどのように発展させるかを説明してください。



2. 実証実験の内容

※実証実験で使用する機材の名称・仕様・特筆すべき技術及び詳細な利用法を含む実験方法を記載するとともに、実験実施に係るスケジュールを示してください。
例えば、以下のような説明を盛り込むことを検討してください。
· 実証実験における機材の使い方について（イメージ図等を示し、具体的に記載してください。）
· 実証実験で解決を狙う課題等と実証実験の内容との対応関係について
· 実証実験の実施・運営にあたって想定される課題とその対応策について
· 実証実験の実施時期を示す線表（実施だけでなく、その前後の準備・調整や分析・とりまとめ等も含む）

（記載例）

	実施項目
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	

· 実証地域等での広報活動の予定（任意項目。計画があれば記載してください）
· 検証項目に対する定量的・定性的なデータによる検証方法について
（検証項目例）注：あくまでも一例であり、本提案で検証する事項に沿って検証項目及び検証方法を記載して下さい。
1. 利用者への技術に対する認知が得られたか（技術に対する認知）
2. 利用者への技術に対する理解が得られたか（技術に対する理解）
3. 提案された沿岸・離島地域の課題解決につながったか（課題解決に対する効果）
4. 他の代替手段との差別化の度合い（代替可能性）
5. 実証実験の結果にみる実現に向けた課題
6. 当該実証地域以外への展開可能性

3. 導入に向けた事業経済性の検証方法
· 実証を行うユースケースにおける市場規模や事業規模等に基づいて、地域での導入に向けた事業経済性の具体的な検証内容及び算出方法等を必ず記載してください。
（地域での導入に向けた検証内容例）
1 費用対効果の検証
· コスト削減効果
· 付加価値の創出とその効果　など
※検証項目例
【コスト削減効果】
初期コスト（環境整備費等）、導入コスト（イニシャルコスト）、運用コスト（ランニングコスト：オペレーション費用、保守・点検費用）、削減効果（削減可能な人件費、作業品質の向上・均一化により創出される効率化等）
【付加価値】
人ではアクセス不可能な領域等への作業範囲の拡大、広域・高解像度の三次元空間データの取得、時系列変化のモニタリング　など
2 ビジネス化の検討
· 採算性の検討（どの程度の回数の利用があれば導入可能か、等）
· 実現性のあるオペレーションの検討　
· 上記を含むビジネスモデルの検討　など


4. 実証水域及び水域の利用の調整

・実証実験を行う水域について、その範囲及び予定される航路等を地図上で示してください。
・実証実験実施のための水域の利用に際し、調整が必要な関係者の一覧及び関係者への説明実施状況を示してください。

	関係者の名称
	必要な調整内容
	調整の状況・見込み

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	




5. 実施体制

・体制図、並びに代表者及び共同実施者ごとの役割を記載してください。
※外注先は記載不要です。
※共同実施者については(見込み)の場合、その旨を記載してください。
※提案にあたり、地方自治体が代表者または共同実施者に含まれていることを必須とします。


	法人名
	具体的な役割
	担当者名
	連絡先

	法人A
	〇〇を担当
	
	

	法人B
	〇〇を担当
	
	

	法人C
	〇〇を担当
	
	

	自治体A
	〇〇を担当
	
	




6. 将来構想
・実証するユースケースにおける将来構想の説明（以下の項目について記載してください）
· 将来的にどのような製品・サービス展開を見据えているか。
· 製品化・サービス化に向けた将来構想



7. 実証実験経費見積り金額及び助成希望金額※内訳は「経費及び助成希望金額見積書（様式2）」参照

実証実験経費見積り金額	：	円（消費税込み）	
助成希望金額	：	円（消費税込み）	
※　上記の欄には、実証実験経費見積り金額（消費税込み）及び助成希望金額（消費税込みで上限800万円）を記載してください。

「実証実験経費見積り金額の支出項目毎の内訳」及び「助成希望金額の支出項目毎の内訳」について「経費及び助成希望金額見積書（様式２）」を作成の上、提出してください。

　見積りにおける費用の項目については「競争的研究費における各種事務手続き等に係る統一ルールについて（令和5年5月24日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ）」＊に示す府省共通経費取扱区分表に基づいて分類するものとし、項目ごとの費用内訳を明示してください。
＊https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/toitsu_rule_r50524.pdf 

　「助成希望金額の支出項目毎の内訳」作成の際は、公募要領に示す対象経費に該当するかどうかを十分に確認の上、各支出内容を明示するようにしてください。なお、実証実験を行うために直接必要な経費であっても、国又は地方公共団体の他の事業によって助成の対象として既に計上されている経費、並びに実験参加者の間接経費については、本事業の助成の対象外となります。


（様式１・別紙）


令和８年度
海洋ドローンの利活用に関する地域モデル創出のための
実証事業

地方自治体記入用

注1　本様式は民間事業者等、地方自治体以外が代表者となって提案する場合は必須とします。
注2　本様式上の赤字部分は、削除して提出して下さい。
注3　表紙を除き、本別紙は2ページ以内で作成して下さい。

	実証実験の名称
	※様式1の名称を転記してください。



	地方自治体名
	

	連絡先
	担当者氏名
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


作成日：　令和　８　年　　　月　　　日



1. 地方自治体における沿岸・離島域における課題・ニーズと実証実験への期待

※次の事項を含むものとしてください。
· 地方自治体において、地域における課題や、産業振興等に向けたニーズ等を具体的に記載してください。
· 提案する実証実験の内容が課題解決・ニーズ充足にどのように貢献するか、自治体としての期待を記載してください。

2. 実証実験を実施するうえでの協力体制

※実証実験に協力可能な内容について、具体的に記載してください。
（協力内容の例）
· 実証実験の計画策定・実施にあたり、事業者との日常的なミーティングへの参加
· 資料作成の支援や関係者との意見調整、実証場所の調整等の支援
· 具体的な自治体としての取組計画の検討
· 実証実験の周知・広報活動の支援　など

3. 実証実験終了後の取り組みの構想・計画（任意項目）
※実証実験にて一定の成果が創出された場合、今後の自治体の取り組みについて想定があれば記載してください。提案時点での想定がない場合は記載不要です。
（取り組みの例）
· 地方自治体としての支援メニューの検討（海洋ドローンの利活用のためのガイドライン作成（点検・調査等））、実証フィールドの提供）
· 地方自治体の予算化による実証の継続・支援体制の構築
· 地方自治体の計画策定等への反映に向けた検討　など



法人A
（代表者）


法人B
（○○を担当）


法人C
（○○を担当）


自治体A※必須
（○○を担当）




6

